北海道社会福祉法人指導監査実施要領
令和3年9月1日　保健福祉部福祉局地域福祉課法人運営担当課長決定
１　趣旨
この要領は、道が所管する社会福祉法人（以下「法人」という。）に対する社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）第56条第1項の規定に基づく指導監査に関し、「社会福祉法人指導監査実施要綱の制定について」（平成29年４月27日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）別添「社会福祉法人指導監査実施要綱」（以下「要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
２　指導監査の目的
法人に対する指導監査は、要綱に基づき、実地において、法令又は通知等に定められた法人と
して遵守すべき事項について運営実態の確認を行い、もって適正な法人運営と社会福祉事業の健全な経営の確保を図ることを目的として実施する。
３　用語の定義
（１）この要領で使用する用語の定義は、特段の定めがある場合を除くほか、要綱において使用する用語の例による。
（２）この要領において、「立入検査」とは、一般監査又は特別監査において、法人の主たる事務所その他の施設（以下「事務所等」という。）に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件の検査を行うことをいう。
４　所管部局
指導監査の対象法人及び事務の所管部局は、本庁又は総合振興局・振興局ごとに、それぞれ次のとおりとする。
（１）本庁
  　　主たる事務所の所在地を所管する総合振興局又は振興局の区域を超えて事業を行う法人に対する指導監査は、保健福祉部福祉局地域福祉課が所管する。
（２）総合振興局及び振興局
主たる事務所の所在地を所管する総合振興局・振興局の区域内でのみ事業を行う法人に対する指導監査は、当該総合振興局・振興局保健環境部社会福祉課が所管する。 
５　実施方針
    指導監査は、要綱に基づくほか、保健福祉部長が社会福祉行政の動向を踏まえて別に定める「社会福祉法人及び社会福祉施設指導監査実施方針」（以下「実施方針」という。）に掲げる基本方針及び重点事項に沿って、効果的かつ効率的に実施するものとする。
６　実施計画
（１）一般監査を計画的に実施するため、所管課の長は、毎年度、一般監査を開始する時期までに対象法人、実施時期及び具体的方法等について実施計画を策定する。
（２）一般監査の実施の周期は、３箇年に1回を原則とする。なお、新たに設立された法人があるときは、当該設立の年度又は次年度において、速やかに行うものとする。
（３）法人の運営等に関する問題が発生した場合又は通報、現況報告書の確認の結果等により必要があると認めた場合は、実施計画に関わらず、必要に応じて指導監査を実施するものとする。
７　指導監査の実施通知
（１）指導監査の実施に当たっては、対象となる法人に対し、指導監査の根拠規程、指導監査の日時及び場所、監査担当者及び準備すべき書類等について文書により通知する。なお、一般監査においては、原則として３週間前までに文書により通知するものとする。
（２）指導監査の通知をする時は、道が要綱別紙「指導監査ガイドライン」に基づきその様式を定めた調書（以下「調書」という。）を併せて送付し、より適切な法人運営等を図る観点から、法人内部で自主点検等を実施のうえ、その結果を調書に記録するよう促すとともに、原則として、指導監査実施日の７日前までの提出を求めるものとする。
８　指導監査の実施
（１）指導監査は、実施方針を踏まえ、関係書類等の内容を調査するとともに、事前に提出を受けた調書の各項目に沿って、法人の役職員等から必要な聞き取りを行い、運営実態の確認を行うものとする。
（２）指導監査に当たっては、事前に、前回の指導監査及び財政的援助団体に対する監査等の指摘事項等の改善状況を確認するとともに、法人から提出された前回の指導監査の調書及び前年度の現況報告の内容を踏まえ、個別重点項目を定めておくものとする。
（３）立入検査は、原則として２名以上で実施し、うち1 名は主査相当職以上にある者とする。
（４）立入検査の結果、改善を要すると認められた事項がある場合は、事務所等の現地において講評を行い、要綱の５の（1）及び（２）に基づく指導を行うものとする。
（５）本庁と総合振興局・振興局が、連携して立入検査を行う必要があると認められる場合には、各所管課の関係職員が事前に協議のうえ、実施するものとする。
（６）要綱の４の規定による指導監査事項の省略については、別に定める基準により適否を判断するものとする
（７）指導監査においては、法人の施設・事業所が所在する自治体及び庁内の各関係部署と常時、密接な連携を図り実施する。
９　指導監査後の措置
（１）立入検査の結果に基づく要綱の５の（１）又は（２）により行う法人に対する指導は、後日、「文書指摘」又は「口頭指摘」のいずれかの区分を明示のうえ、文書により通知して行うもの
とする。
（２）文書指摘とした指導事項については、文書の施行後２か月以内に、当該指導事項に対する改善方法について、文書により報告を求めるものとする。
"
（３）文書指摘とした指導事項に対する改善方法の報告を受理したときは、内容を確認のうえ、必要があると認めたときは、改善状況を確認するための立入検査を行うものとする。
（４）文書指摘とした事項について、度重なる指導にも関わらず改善されないときは、その事情を十分検証した上で、必要な場合は、要綱の５の（３）から（６）までの規定により法に基づく勧告又は命令をする等所要の措置を講じ、厳正に対処するものとする。
（５）文書指摘は、「社会福祉法人及び社会福祉施設等の指導監査結果等に係る情報公開実施要綱」（平成27年３月30日付施運第1019号保健福祉部長決定）の規定に基づき、必要事項を道のホームページに掲載して公表するものとする。なお、指導監査の結果後の措置として勧告又は命令その他の行政処分を行った場合の法第56条第５項の規定による公表を含む情報公開の取扱については、別に定める。
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